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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第１四半期連結
累計期間

第86期
第１四半期連結
累計期間

第85期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 （千円） 10,063,600 9,878,832 37,933,696

経常利益 （千円） 149,030 240,819 681,423

四半期（当期）純利益 （千円） 83,088 137,465 387,845

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 76,338 130,259 351,011

純資産額 （千円） 4,927,617 5,263,283 5,166,018

総資産額 （千円） 14,612,157 14,093,436 14,270,338

１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 9.16 15.16 42.77

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.7 37.3 36.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　　　　４．第85期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　　当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災の影響による直接の被害に加え、その余波による生産水

準の落ち込みやサプライチェーンの途絶等による経済活動の停滞、震災後のマインド悪化や電力供給不安等による

個人消費の低迷が続き、また海外では米国の景気回復の遅れや欧州の財政危機再燃への不安が解消せず、その影響

下での円高傾向も依然として継続しており、日本を取り巻く環境は予断を許さない状況で推移いたしました。

　　当グループにおきましても、このような状況のもと、積極的な営業活動や販売効率の改善、海外事業戦略の強化に取

り組みましたが、国内外に亘って厳しい経営環境となり、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、収益面につきま

しては前第１四半期連結累計期間から僅かに減収となりました。しかし、利益面においては営業費用の減少等があ

り増益となりました。

　　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、前第１四半期連結累計期間に比べ1.8％減の9,878百万円となり、

営業利益は59.7％増の249百万円、経常利益は61.6％増の240百万円、四半期純利益は65.4％増の137百万円となりま

した。

　　セグメントの業績は、次の通りであります。

　①国内法人

　　セグメントの「国内法人」には日本国内法人の国内売上と海外売上が計上されており、同海外売上には、東南アジ

ア・中近東・北米・ヨーロッパ等への売上が含まれております。当第１四半期連結累計期間については、化成品や

衛生材料等の合成樹脂は堅調に推移いたしましたが、円高による影響や、一部商品においては震災の影響による需

給の停滞もあり、第１四半期連結累計期間の売上高は、前第１四半期連結累計期間に比べ、1.1％減の9,540百万円と

なり、営業利益は販売費及び一般管理費の減少等により85.0％増の237百万円となりました。

　②在外法人

　　セグメントの「在外法人」には在外現地法人の売上が計上されており、同売上には、北米・ヨーロッパ・オセアニ

ア等への売上が含まれております。当第１四半期連結累計期間については、欧米経済の不振と長引く円高の影響に

より、第１四半期連結累計期間の売上高は、前第１四半期連結累計期間に比べ、19.4％減の338百万円となり、営業利

益は4.0％減の18百万円となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結累計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた事項はありません。

(3）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
大阪証券取引所

（市場第二部）
単元株式数1,000株

計 10,000,000 10,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年４月１日～　

平成23年６月30日　
－ 10,000,000 － 820,000 － 697,400

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

931,000

－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式

9,056,000
9,056 同上

単元未満株式
普通株式

13,000
－ 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 10,000,000 － －

総株主の議決権 － 9,056 －

 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

堺商事株式会社

大阪市中央区

久太郎町２丁目４番11号
931,000 － 931,000 9.31

計 － 931,000 － 931,000 9.31

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、大阪監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,120,799 2,755,405

受取手形及び売掛金 9,493,776 9,704,416

商品 919,464 880,932

その他 152,780 197,474

貸倒引当金 △26,423 △6,123

流動資産合計 13,660,396 13,532,105

固定資産

有形固定資産 151,266 146,599

無形固定資産 25,274 23,739

投資その他の資産

その他 470,593 428,040

貸倒引当金 △37,193 △37,048

投資その他の資産合計 433,400 390,991

固定資産合計 609,941 561,330

資産合計 14,270,338 14,093,436

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,924,328 7,803,421

短期借入金 600,000 600,000

未払法人税等 177,042 107,867

引当金 97,356 49,004

その他 157,611 166,762

流動負債合計 8,956,339 8,727,055

固定負債

引当金 115,517 70,127

その他 32,464 32,968

固定負債合計 147,981 103,096

負債合計 9,104,320 8,830,152

純資産の部

株主資本

資本金 820,000 820,000

資本剰余金 697,471 697,471

利益剰余金 3,901,866 4,006,337

自己株式 △188,621 △188,621

株主資本合計 5,230,716 5,335,187

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 44,208 36,038

繰延ヘッジ損益 1,610 △480

為替換算調整勘定 △110,517 △107,462

その他の包括利益累計額合計 △64,698 △71,904

純資産合計 5,166,018 5,263,283

負債純資産合計 14,270,338 14,093,436
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 10,063,600 9,878,832

売上原価 9,493,227 9,305,842

売上総利益 570,373 572,989

販売費及び一般管理費 413,831 323,012

営業利益 156,541 249,976

営業外収益

受取利息 231 225

受取配当金 3,975 4,036

その他 684 963

営業外収益合計 4,892 5,225

営業外費用

支払利息 1,198 1,122

支払保証料 7,839 8,592

売上割引 3,200 4,668

その他 164 0

営業外費用合計 12,403 14,383

経常利益 149,030 240,819

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,580 －

特別利益合計 1,580 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,467 －

特別損失合計 9,467 －

税金等調整前四半期純利益 141,143 240,819

法人税等 58,055 103,353

少数株主損益調整前四半期純利益 83,088 137,465

少数株主利益 － －

四半期純利益 83,088 137,465
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 83,088 137,465

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △11,641 △8,169

繰延ヘッジ損益 2,448 △2,091

為替換算調整勘定 2,442 3,055

その他の包括利益合計 △6,750 △7,205

四半期包括利益 76,338 130,259

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 76,338 130,259

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、台湾堺股?有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算しております。

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（退職給付引当金）

当社は、適格退職年金制度について、平成23年４月１日付で確定給付企業年金制度に移行し、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。また、年金給付利率を変更したことにより、退職給付債務が従来に比べて29,146千円減少しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

輸出手形割引高

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成23年6月30日）

　輸出手形割引高 － 2,589千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。

　

前第１四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日）

　減価償却費 4,160千円 7,142千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月10日

取締役会
普通株式 72,546 8.00平成22年３月31日平成22年６月７日利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動　

　　　当第１四半期連結累計期間における剰余金の配当については、「１．配当に関する事項」に記載しておりま

す。なお、この他に該当事項はありません。　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月11日

取締役会
普通株式 54,409 6.00平成23年３月31日平成23年６月６日利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　　当第１四半期連結累計期間における剰余金の配当については、「１．配当に関する事項」に記載しておりま

す。なお、この他に該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　

　 国内法人　　 在外法人 合計
調整額

（注）１　

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２　

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,644,242　419,35710,063,600　－ 　10,063,600

セグメント間の内部

売上高又は振替高
　210,706　303,225　513,931　△513,931 　－

計 　9,854,948　722,58310,577,531　△513,931 　10,063,600

セグメント利益 　128,444　19,564　148,008　8,532 　156,541

　　（注）１　セグメント利益の調整額8,532千円は、セグメント間取引消去であります。

　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　

　 国内法人　　 在外法人 合計
調整額

（注）１　

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２　

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,540,782　338,0509,878,832 　－ 　9,878,832

セグメント間の内部

売上高又は振替高
　280,843　89,323　370,167　△370,167 　－

計 　9,821,626　427,37310,248,999　△370,167 　9,878,832

セグメント利益 　237,672　18,784　256,456　△6,479 　249,976

　　（注）１　セグメント利益の調整額△6,479千円は、セグメント間取引消去であります。

　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益 9円16銭 15円16銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益（千円） 83,088 137,465

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 83,088 137,465

普通株式の期中平均株式数（株） 9,068,331 9,068,331

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２【その他】

平成23年５月11日開催の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　１．配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　54,409千円

　２．１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　6円00銭

　３．支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成23年６月６日

　（注）平成23年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 平成23年８月５日

堺商事株式会社  

 取締役会　御中  

 大阪監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 道 　幸 　靜　 児　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 平 　井 　文　 彦　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている堺商事株式会社の平

成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、堺商事株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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